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１．保険料率の算定に関する法令（抄）
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都道府県単位保険料率設定に係る法令

健康保険法（大正11年法律第70号） 抄
第百六十条

３．都道府県単位保険料率は、支部被保険者を単位として、次に掲げる額に照らし、毎事業年度において財政の
均衡を保つことが出来るものとなるよう、政令で定めるところにより算定するものとする。

４．協会は、支部被保険者及びその被扶養者の年齢階級別の分布状況との差異によって生ずる療養の給付等に要
する費用の額の負担の不均衡並びに支部被保険者の総報酬額の平均額と協会が管掌する健康保険の被保険者
の総報酬額の平均額との差異によって生ずる財政力の不均衡を是正するため、政令で定めるところにより、
支部被保険者を単位とする健康保険の財政の調整を行うものとする。（年齢調整・所得調整）

６．協会が都道府県単位保険料率を変更しようとするときは、あらかじめ、理事長が当該変更に係る都道府県に
所在する支部の支部長の意見を聴いた上で、運営委員会の議を経なければならない。

７．支部長は、前項の意見を求められた場合のほか、都道府県単位保険料率の変更が必要と認める場合には、
あらかじめ、当該支部に設けられた評議会の意見を聴いた上で、理事長に対し、当該都道府県単位保険料率
の変更について意見の申出を行うものとする。

８．協会が都道府県単位保険料率を変更しようとするときは、理事長は、その変更について厚生労働大臣の認可
を受けなければならない。
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都道府県単位保険料率設定に係る法令

10．厚生労働大臣は、都道府県単位保険料率が、当該都道府県における健康保険事業の収支の均衡を図る上で不
適当であり、協会が管掌する健康保険の事業の健全な運営に支障があると認めるときは、協会に対し、相当
の期間を定めて、当該都道府県単位保険料率の変更の認可を申請すべきことを命ずることができる。

健康保険法施行令 （大正15年勅令第243号） 抄
第四十五条の二 （都道府県単位保険料率の算定方法）

協会は、厚生労働省令で定めるところにより、一の事業年度の翌事業年度における、第一号に掲げる額を予定
保険料納付率（一の事業年度の三月分から当該一の事業年度の翌事業年度の二月分までの保険料（任意継続被
保険者に係る保険料にあっては、当該翌事業年度の四月分から三月分までの保険料）として徴収すべき額の見
込額に占める当該翌事業年度において納付が見込まれる保険料の額の総額の割合として厚生労働省令で定める
ところにより算定される率をいう。次条において同じ。）で除して得た額を第二号に掲げる額で除することに
より、当該一の事業年度の三月から用いる都道府県単位保険料率（法第百六十条第二項に規定する都道府県単
位保険料率をいう。次条及び第四十五条の四第四項第一号において同じ。）を算定するものとする。
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一 次のイからハまでに掲げる額を合算した額からニに掲げる額を控除した額

ロ 法第百六十条第三項第二号に掲げる額から当該支部被保険者に係る同号に規定する保険給付に要する費用
うち法の規定により支払うべき一部負担金に相当する額の見込額を控除した額と一の事業年度の前々事業
年度の三月から当該一の事業年度の前事業年度の二月までの各月の当該支部被保険者（任意継続被保険者
を除く。）の総報酬額（標準報酬月額及び標準賞与額の合計額をいう。以下この条及び次条において同じ。）
の総額及び当該一の事業年度の前事業年度の四月から三月までの各月の当該支部被保険者（任意継続被保
険者に限る。）の総報酬額の総額の合算額に千分の〇．一を乗じて得た額とを合算して得た額
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ニ 一の事業年度において取り崩すことが見込まれる準備金の額その他健康保険事業に要する費用のための収
入の見込額のうち当該支部被保険者を単位とする健康保険の当該一の事業年度の財政においてその収入と
みなすべき額として協会が定める額並びに高齢者の医療の確保に関する法律第十八条第一項に規定する特
定健康診査及び同項に規定する特定保健指導の実施状況その他の当該支部被保険者及びその被扶養者の健
康の保持増進並びに医療に要する費用の適正化に係る当該支部（法第七条の四第一項に規定する支部をい
う。）の取組の状況を勘案して厚生労働省令で定めるところにより算定した報奨金の額

都道府県単位保険料率設定に係る法令

二 一の事業年度の三月から当該一の事業年度の翌事業年度の二月までの各月の当該支部被保険者（任意継続被
保険者を除く。）の総報酬額の総額及び当該一の事業年度の翌事業年度の四月から三月までの各月の当該支
部被保険者（任意継続被保険者に限る。）の総報酬額の総額の合算額の見込額

健康保険法施行規則 （大正15年内務省令第36号） 抄
第百三十五条の五の二 （令第四十五条の二第一号ニの報奨金の額の算定）

令第四十五条の二第一号ニの報奨金の額は、支部（法第七条の四第一項に規定する支部をいう。）ごとに第一
号に掲げる額を第二号に掲げる額で除して得た数に第三号に掲げる額を乗じて得た額とする。

一 イに掲げる数にロに掲げる額を乗じて得た額

イ (1)に掲げる数から(2)に掲げる数を減じて得た数（(2)に掲げる数が(1)に掲げる数を上回る場合にあって
は、零）

(1) 当該支部の総得点
(2) 各支部の(1)に規定する総得点の中央値として協会が定める数

ロ 当該支部の支部総報酬額

二 各支部の前号に掲げる額を合算した額

三 各支部の支部総報酬額を合算した額に千分の〇．一を乗じて得た額



都道府県単位保険料率設定に係る法令

２．前項第一号イ(1)の総得点は、一の事業年度の前事業年度における当該支部に係る次に掲げる数値、当該数値
の当該一の事業年度の前々年度における次に掲げる数値からの改善状況等を勘案して協会が算定した数とする。

5

一 高齢者医療確保法第十八条第一項に規定する特定健康診査その他の健康診査であって協会が定めるもの（第
四号において「特定健康診査等」という。）の実施率

二 高齢者医療確保法第十八条第一項に規定する特定保健指導（次号において「特定保健指導」という。）の実
施率

三 特定保健指導の対象者の減少率

四 支部被保険者及びその被扶養者のうち協会が特定健康診査等の結果等を勘案して保険医療機関への受診を勧
奨した者の保険医療機関の受診率

五 後発医薬品（保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和三十二年厚生省令第十五号）第二十条第二号ニに
規定する後発医薬品をいう。）の使用割合

附 則 （平成30年3月23日厚生労働省令第32号） 抄
第三条 （経過措置）

平成三十二年三月から平成三十三年二月までの都道府県単位保険料率の算定に関する第百三十五条の五の二の
規定の適用については、同条第一項第三項中「千分の〇．一」とあるのは、「千分の〇．〇四」とする。

２．平成三十三年三月から平成三十四年二月までの都道府県単位保険料率の算定に関する第百三十五条の五の二の
規定の適用については、同条第一項第三号中「千分の〇．一」とあるのは、「千分の〇．〇七」とする。



都道府県単位保険料率の設定について

○ 都道府県毎に地域の医療費や所得水準をそのまま保険料率に反映させた場合には、年齢構成の高い県ほど
医療費が高く、保険料率が高くなる。また、所得水準の低い県ほど、同じ医療費でも保険料が高くなる。

○ このため、協会けんぽにおける都道府県毎の保険料率の設定にあたっては、地域の医療費や所得水準の違いが
そのまま反映されるのではなく、相互扶助と連帯の観点から、年齢構成の違いに伴う医療費の差や所得水準の
違いに起因する財政力の差は都道府県間で相互に調整した上で、保険料率を設定することとなっている。

保険料率設定のイメージ（年齢構成が高く、所得水準の低い北海道の例）
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２．令和３年度北海道支部保険料率の算定結果
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令和３年度都道府県単位保険料率のポイント

○ 令和３年度は、令和元年度の各支部の医療給付費等の実績に基づき、
新たな保険料率に見直す

○ 平均保険料率は10.00%

〇 令和元年度におけるインセンティブ（報奨金）制度の実績を反映

○ 4月納付（3月賦課）分の保険料率から新たな保険料率に変更
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令和３年度北海道支部保険料率（案）

健保法第160条
3項1号

療養の給付費等
6.33249・・・％

健保法第160条
4項

年齢調整
▲0.29407・・・％

所得調整
▲0.32237・・・％

健保法第160条
3項2号

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金

退職者給付拠出金等
(法附則4条の3､4条の4)

現金給付に要する額

健保法第160条
3項3号

保健事業等に
要する額

業務経費等

借入金償還等

＋

健保法施行規則
第135条の7

元年度の医療給付等の地
域差分を保険料率に換算

0.02042・・・％

＋

Ａ．支部毎の医療費に係る部分 Ｂ．全国一律の部分
Ｃ．精算の部分

調整後の療養給付費等に係る保険料率
5.71604・・・％

4.70530・・％

インセンティブ反映前保険料率（A＋B＋C）＝ 10.44176％

令和3年度北海道支部保険料率

10.44863・・・％ ＝ 10.45％（※）

北海道支部医療費分5.71604・・・％ ＋ 全国一律部分4.70530・・・％ ＋ 精算部分0.02042・・・％ ＋ インセンティブ分0.00687・・・％

北海道支部における元年度の医
療給付費等の地域差分

約▲8億4,900万円

※）健保法施行規則135条の3：都道府県単位保険料率を算定する場合において、その率に1,000分の5未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた率とし、1,000分の0,05以上1,000分の0.1未満
の端数が生じたときは、これを1,000分の0.1に切り上げた率とする。
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元年度インセンティブ制度実績による加算＝ 0.00687％



（参考）令和２年度北海道支部保険料率

健保法第160条
3項1号

療養の給付費等
6.26809・・・％

健保法第160条
4項

年齢調整
▲0.26888・・・％

所得調整
▲0.32789・・・％

健保法第160条
3項2号

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金

退職者給付拠出金等
(法附則4条の3､4条の4)

現金給付に要する額

健保法第160条
3項3号

保健事業等に
要する額

業務経費等

借入金償還等

＋

健保法施行規則
第135条の7

30年度の医療給付等の地
域差分を保険料率に換算

0.00484・・・％

＋

Ａ．支部毎の医療費に係る部分 Ｂ．全国一律の部分
Ｃ．精算の部分

調整後の療養給付費等に係る保険料率
5.67132・・・％

4.73077・・％

インセンティブ反映前保険料率（A＋B＋C）＝ 10.40693％

令和2年度北海道支部保険料率

10.41061・・・％ ＝ 10.41％（※）

北海道支部医療費分5.67132・・・％ ＋ 全国一律部分4.73077・・・％ ＋ 精算部分0.00484・・・％ ＋ インセンティブ0.00368・・・％

北海道支部における３０年度の
医療給付費等の地域差分

約▲2億800万円

※）健保法施行規則135条の3：都道府県単位保険料率を算定する場合において、その率に1,000分の5未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた率とし、1,000分の0,05以上1,000分の0.1未満
の端数が生じたときは、これを1,000分の0.1に切り上げた率とする。
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30年度インセンティブ制度実績による加算＝ 0.00368％



３．参考資料
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令和３年度北海道支部保険料率の算定方法 ～ 療養の給付に係る部分～

北海道支部の
医療費に係る
保険料率

支部の医療給付費

支部の総報酬額

263,272,286,900円

4,157,485,556,600円
＝ 6.33249・・・％ （全国：5.29470・・・％）＝

加入者数（単位：百人）

北海道支部 全国

令和３年度見込み （参考）令和２年度見込み 令和３年度見込み （参考）令和２年度見込み

18,346
(対前年度比：96.7%)

18,969 410,070
(対前年度比：99.2%)

413,450

総報酬額（単位：百円）

北海道支部 全国

令和３年度見込み （参考）令和２年度見込み 令和３年度見込み （参考）令和２年度見込み

41,574,855,566
（対前年度比：96.9%)

42,921,795,223 985,844,656,500,001
(対前年度比：99.2%)

993,743,072,600

医療給付費（単位：百円）

北海道支部 全国

令和３年度見込み （参考）令和２年度見込み 令和３年度見込み （参考）令和２年度見込み

2,632,723,869
(対前年度比：97.9%)

2,690,377,733 52,197,550,547
(対前年度比：99.7%)

52,362,599,549

加入者一人当たり医療給付費（円）

北海道支部 全国

令和３年度見込み （参考）令和２年度見込み 令和３年度見込み （参考）令和２年度見込み

143,504
(対前年度比：101.2%)

141,830 127,289
(対前年度比：100.5%)

126,648
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令和３年度北海道支部保険料率の算定方法 ～ 年齢調整 ～

年齢調整額

2335億2909万3200円 － 2457億5520万1800円 ＝ ▲122億2610万8500円（端数整理により整合しない）

平均給付費 標準給付費 年齢調整額

【平均給付費】＝（⑥全国の年齢階級別１人当たり給付費）×（⑤北海道支部加入者数を全国の年齢構成割合と仮定したときの年齢階級別加入者）
【標準給付費】＝（⑥全国の年齢階級別１人当たり給付費）×（③北海道支部の年齢階級別加入者）

※網掛けの部分は全国より比率が高い階層

年齢調整
年齢調整額

支部の総報酬額
＝＝

▲122億2610万8500円

4兆1574億8555万6600円
▲0.29407・・・％

全国 北海道支部 北海道支部 全国 北海道支部
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

年齢階級 加入者数 加入者数 加入者数 加入者数 全国構成比による
加入者数

一人当たり医療 平均給付費 標準給付費 年齢調整額

（歳） （百人） 構成比 （百人） 構成比 給付費（円） （百円） （百円） （百円）

（百人） （⑥×⑤） （⑥×③） (⑦－⑧）

（③合計×②）

０～４ 19,129 4.665% 762 4.153% 856 182,733 156,388,433 139,232,312 17,156,120

５～９ 21,608 5.269% 881 4.800% 967 87,900 84,974,484 77,405,861 7,568,624

１０～１４ 22,622 5.517% 942 5.133% 1,012 70,084 70,933,424 65,995,276 4,938,147

１５～１９ 24,151 5.889% 1,041 5.673% 1,080 57,666 62,307,561 60,016,534 2,291,028

２０～２４ 26,881 6.555% 1,088 5.931% 1,203 52,539 63,185,624 57,169,926 6,015,698

２５～２９ 27,266 6.649% 1,064 5.798% 1,220 65,731 80,184,434 69,920,615 10,263,819

３０～３４ 29,782 7.263% 1,208 6.582% 1,332 75,834 101,042,894 91,573,507 9,469,388

３５～３９ 33,306 8.122% 1,416 7.717% 1,490 82,207 122,496,914 116,390,603 6,106,311

４０～４４ 38,227 9.322% 1,701 9.271% 1,710 92,278 157,818,150 156,961,378 856,772

４５～４９ 41,004 9.999% 1,826 9.952% 1,835 111,258 204,102,784 203,138,179 964,605

５０～５４ 34,333 8.372% 1,610 8.775% 1,536 141,754 217,739,245 228,213,639 -10,474,448

５５～５９ 30,806 7.512% 1,559 8.497% 1,378 180,200 248,362,999 280,898,703 -32,535,705

６０～６４ 28,987 7.069% 1,504 8.195% 1,297 226,414 293,626,720 340,424,511 -46,797,792

６５～６９ 20,389 4.972% 1,168 6.369% 912 286,723 261,553,000 335,029,499 -73,476,498

７０～７４ 11,578 2.823% 579 3.153% 518 406,509 210,574,266 235,181,421 -24,607,155

計 410,070 100% 18,346 100% 18,346 2,335,290,932 2,457,552,018 -122,261,085

【年齢調整額】
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令和３年度 北海道支部保険料率の算定方法 ～ 所得調整 ～

所得調整額

2201億2652万9100円 － 2335億2909万3200円 ＝ ▲134億0256万4100円

①全国計給付費を
総報酬案分した額 ②平均給付費 所得調整額

【平均給付費】＝（全国の年齢階級別１人当たり給付費）
×（支部加入者を全国の年齢構成割合と仮定したときの年齢階級別加入者）

※算定方法については前項参照

（全国給付費）

＝ 5兆2197億5505万4700円

（北海道支部総報酬額）

（全国総報酬額）

4兆1574億8555万6600円

98兆5844億6565万円

×

×

北海道支部総報酬の

全国の総報酬に占める割合は 約4.217％

所得調整
所得調整額

支部の総報酬額
＝＝

▲134億0256万4100円

4兆1574億8555万6600円
▲0.32237・・・％
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